
［標準様式例４-２］

契 約 変 更 年 月 日 令和8年4月24日

契 約 業 者 名 セントラルコンサルタント株式会社　茨城営業所

契 約 業 者 の 住 所 茨城県つくば市竹園２丁目１０－８

業 務 の 名 称 Ｒ７牛久土浦ＢＰ構造物詳細設計他７Ｋ６業務

業 務 場 所 茨城県つくば市高崎

業 種 区 分 土木関係建設コンサルタント

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ） 令和7年8月27日

履 行 期 間 （ 至 ） 令和8年11月30日

変 更 前 の 契 約 金 額 94,875,000円(税込)

変 更 金 額 +13,926,000円(税込)

変 更 後 の 契 約 金 額 108,801,000円(税込)

変 更 理 由

（　第１回　、最終　）契約変更の内容

１． 井戸調査
２． 箱型函渠予備修正設計
３． 擁壁予備修正設計
４． 事業計画関連資料作成
５． 水文環境調査
６． 履行期間

１．井戸調査
　設計精査の結果、水文環境調査の実施に伴い、地域の地下水利用実態
調査が必要となったため、井戸調査（１式）を増工する。

２．箱型函渠予備修正設計
　設計精査の結果、予備設計での工法変更に伴い、縦断線形に合わせた
修正設計の実施が必要となったため、箱型函渠予備修正設計（１箇所）
を増工する。また、ＶＦＭによるコンクリート構造物の工法比較に関す
る試行の対応により増工する。

３．擁壁予備修正設計
　設計精査の結果、予備設計での工法変更に伴い、縦断線形に合わせた
修正設計の実施が必要となったため、擁壁予備修正設計（基本構造物：
１箇所、類似構造物：３箇所）を増工する。

４．事業計画関連資料作成
　事業計画精査の結果、事業費増加額の算出が必要となったため、事業
計画関連資料作成（１式）を増工する。

５．水文環境調査
　設計精査の結果、遮水構造物（函渠、擁壁）や仮設工の設置による地
下水への影響把握が必要となったため、水文環境調査（１式）を増工す
る。

６．履行期間
　工期は、箱型函渠予備修正設計等の追加により２１４日間延長し、令
和８年１１月３０日までとする。


